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与党と野党の政策対比表
課　　題 野党（立憲民主党・日本共産党・社会

民主党・れいわ新選組）の共通政策 与党（自民党・公明党）の政策・実績

公務員の処遇や定員、
行財政・司法の体制に
関する政策

●エッセンシャルワーカー（公務員をはじめとす
る社会基盤を支えるために必要不可欠な仕事に
従事する労働者）の待遇改善を急ぐ
●最低賃金引き上げや非正規雇用（公務職場で働
く非正規職員も含む）の処遇改善により、ワー
キングプアをなくす
●誰もが人間らしい生活を送れるよう、公的支援
の拡充を図る
●消費税減税を行い、富裕層の負担を強化するな
ど公平な税制を実現し、低所得層や中間層への
再分配を強化する

●国家公務員の定員削減を 5年間で 10％実施し
ていくことを決めた閣議決定に基づき、継続し
て定員削減に取り組んでいる
●「水道民営化」法を成立（2018 年 12 月）さ
せるなど公務・公共サービスの民営化を推進し
ている
●消費税減税はせず、
大企業・富裕層への
優遇税制は見直さない

行政のあり方に
関する政策

●森友・加計問題、桜を見る会疑惑など、安倍、
菅政権の下で起きた権力私物化の疑惑について、
真相究明を行う
●内閣人事局のあり方を見直し、公正な公務員人
事を確立する

●森友問題で財務省の決裁文書の改ざんに関与さ
せられ自殺した近畿財務局職員の赤木俊夫さん
の妻・雅子さんが岸田文雄首相に再調査を求め
る手紙を出すも岸田首相は再調査しないと言及
するなど、多くの疑惑の真相究明に後ろ向き

社会保障に
関する政策

●誰もが人間らしい生活を送れるよう、住宅、教
育、医療、保育、介護について公的支援を拡充し、
子育て世代や若者への社会的投資の充実を図る
●社会保険料負担を見直し、低所得層や中間層へ
の再分配を強化する

● 75歳以上で年収 200万円以上を対象に医療費
負担２倍化
●生活保護基準の引き下げ
●安倍・菅政権９年間で社会保障費を６兆円削減

コロナ対策に
関する政策

●従来の医療費削減政策を転換し、医療・公衆衛
生の整備を迅速に進める
●医療従事者をはじめとするエッセンシャルワー
カーの待遇改善を急ぐ
●コロナ禍による倒産、失業などの打撃を受けた
人や企業を救うため、万全の財政支援を行う

●「病床削減推進法」強行採決
●「持続化給付金」「家賃支援金」再支給せず
●GoTo、オリパラ強行で感染爆発を招く
●重症者以外「原則自宅療養」方針を撤回せず

ジェンダー平等に
関する政策

●選択的夫婦別姓制度成立推進
● LGBT平等法推進
●性暴力根絶のための法整備
●議員間男女同数比（パリテ）推進

●「選択的夫婦別姓制度」国会審議先送り
●「LGBT理解促進法案」の国会提出中止

憲法に関する政策 ●安保法制、特定秘密保護法、共謀罪法を廃止
●憲法改悪反対
●平和憲法に基づき、外交努力で平和を実現

●安保法制、特定秘密保護法、
共謀罪法を強行採決
●安保法制を根拠に、アメリカの戦争に日本も参
戦（集団的自衛権を行使）
●コロナ禍に乗じた憲法改悪をねらう

核兵器に関する政策 ●核兵器禁止条約を批准する ●核兵器禁止条約は批准しない

沖縄辺野古新基地に
関する政策 ●地元合意もなく、環境を破壊する

辺野古新基地建設は中止する
●日本が費用負担し、
辺野古新基地建設を推進する

※高岡滋医師（神経内科リハビリテーション協立クリニック）が作成しツイートした表を参
考に、市民連合と野党４党が結んだ共通政策から作成

あなたの要求に照らして10
31選挙選挙衆院選 に行こう

　10 月 19 日 公 示・10 月
31 日投開票の日程で衆議院
選挙が実施されます。あなた
自身の要求に照らしあわせて
必ず選挙に行きましょう。今
号は１〜３面で、私たちの要
求と関連する選挙の課題につ
いて図表を使って紹介しま
す。

総選挙
特集号１～３面
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多
く
の
自
宅
死
招
い
た
医
療
崩
壊

国
民
の
い
の
ち
と
健
康
ま
も
る
政
治
へ

コ
ロ
ナ
禍
で
貧
困
と
格
差
が
い
っ
そ
う
拡
大

富
裕
層
・
大
企
業
に
応
分
の
負
担
を

公
務
員
の
人
数
・
人
件
費
が
主
要
国
最
低
の
日
本

国
民
の
た
め
の
行
政
体
制
拡
充
、
大
幅
増
員
を

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

感
染
爆
発
に
見
舞
わ
れ
た
今

年
８
月
、
自
宅
療
養
を
強
い

ら
れ
た
感
染
者
は
10
万
人
を

超
え
ま
し
た
。
自
宅
療
養
の

実
態
は
、
何
の
支
援
も
な
い

自
宅
放
置
で
あ
っ
た
た
め
、

適
切
な
医
療
を
受
け
ら
れ
ず

に
亡
く
な
っ
た
方
が
、
今
年

４
〜
８
月
の
５
か
月
間
で
全

国
で
５
１
０
人
に
の
ぼ
り
ま

し
た
（
図
表
①
）。

コ
ロ
ナ
禍
で
医
療
崩
壊
が

現
実
と
な
っ
た
原
因
は
、
長

年
の
医
療
・
公
衆
衛
生
切
り

捨
て
の
政
治
に
あ
り
ま
す
。

現
在
の
日
本
の
医
師
数
は

人
口
当
た
り
の
比
較
で
、
Ｏ

Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
36
カ
国
中
32
位

で
主
要
７
か
国
（
Ｇ
７
）
で

最
下
位
で
す
。
医
師
数
は

36
か
国
の
平
均
よ
り
14
万

人
も
少
な
い
な
ど
医
療
従

事
者
が
不
足
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
感
染
症
病
床
数
は

１
９
９
９
年
の
３
３
２
１
か

ら
２
０
１
９
年
の
１
８
８
８

へ
半
分
程
度
に
激
減
。
感
染

者
を
発
見
・
隔
離
・
保
護
し

て
感
染
拡
大
を
防
ぐ
保
健
所

も
１
９
９
２
年
の
８
５
２
か

ら
２
０
２
１
年
の
４
７
０
へ

半
分
程
度
に
減
少
し
て
い
ま

す
。
加
え
て
自
公
政
権
は

直
近
９
年
間
で
医
療
・
社
会

保
障
費
を
約
６
兆
円
削
減
し

（
図
表
②
）
今
後
も
国
立
病

院
な
ど
の
公
立
・
公
的
病
院

の
削
減
・
統
廃
合
を
進
め
て

急
性
期
病
床
を
20
万
床
も
減

ら
し
た
り
、
来
年
10
月
以
降

に
は
75
歳
以
上
の
医
療
費
窓

口
負
担
の
引
き
上
げ
ま
で
強

行
し
ま
し
た
。

今
回
の
総
選
挙
で
は
こ
う

し
た
医
療
・
社
会
保
障
削
減

の
政
治
を
転
換
し
て
、
国
民

の
命
と
健
康
を
最
優
先
に
す

る
政
治
に
変
え
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。

コ
ロ
ナ
禍
に
お
い
て
貧
困

と
格
差
が
拡
大
し
て
い
ま

す
。
労
働
者
の
実
質
賃
金
は

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
で
日
本
だ

け
下
が
り
、
２
０
２
０
年

に
は
こ
の
24
年
間
で
過
去
最

低
と
な
っ
て
い
ま
す
（
図
表

③
）。ワ

ー
キ
ン
グ
プ
ア
は
15
年

連
続
で
１
０
０
０
万
人
を

超
え
て
１
年
を
通
し
て
働

い
て
も
貧
困
状
態
に
置
か

れ
る
労
働
者
が
５
人
に
１

人
以
上
（
２
０
２
０
年
で

１
１
６
４
・
６
万
人
）に
な
っ

て
い
ま
す
。
加
え
て
、
コ
ロ

ナ
禍
前
と
比
べ
て
、
非
正
規

労
働
者
が
月
平
均
で
92
万
人

も
減
少
し
、
コ
ロ
ナ
禍
に
よ

る
休
業
者
も
６
割
以
上
が
非

正
規
労
働
者
が
占
め
る
な

ど
、
と
り
わ
け
非
正
規
労
働

者
の
生
活
悪
化
が
深
刻
で

す
。
急
い
で
全
国
一
律
の
最

低
賃
金
１
５
０
０
円
を
実
現

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す

一
方
、
コ
ロ
ナ
禍
に
お

い
て
も
大
企
業
は
内
部

留
保
を
７
兆
円
増
や
し

４
６
６
・
８
兆
円
と
な
っ
て

い
ま
す
（
図
表
④
）。
直
近

２
０
２
０
年
度
の
消
費
税
収

額
は
21
兆
円
。
こ
の
額
は
大

企
業
の
内
部
留
保
の
わ
ず
か

４
・
５
％
に
す
ぎ
ま
せ
ん
。

図
表
⑤
に
あ
る
よ
う
に
、

大
企
業
の
法
人
税
負
担
は
小

規
模
企
業
の
半
分
程
度
し
か

あ
り
ま
せ
ん
。
大
企
業
に
し

か
使
え
な
い
様
々
な
優
遇
税

制
策
が
存
在
す
る
か
ら
で
す

が
、
せ
め
て
小
規
模
企
業
と

同
等
の
法
人
税
を
負
担
す
る

政
策
を
実
行
す
べ
き
で
す
。

図
表
⑥
は
富
裕
層
上
位
50

人
の
金
融
資
産
の
推
移
で

す
。
富
裕
層
上
位
50
人
も
コ

ロ
ナ
禍
で
資
産
を
大
幅
に
増

や
し
て
２
０
２
１
年
に
は

27
・
５
兆
円
と
国
の
各
税
収

額
を
も
上
回
っ
て
い
ま
す
。

図
表
⑦
に
あ
る
よ
う
に
、

所
得
税
は
、
年
間
所
得
が

１
億
円
を
超
え
る
と
税
負
担

率
が
下
が
っ
て
し
ま
っ
て
い

ま
す
。
富
裕
層
の
所
得
の
多

く
は
株
式
譲
渡
所
得
で
、
こ

れ
に
対
す
る
税
率
が
15
％

（
住
民
税
を
含
め
て
も
20
％
）

と
、
欧
米
に
比
べ
て
も
低
く

抑
え
ら
れ
て
い
る
か
ら
で

す
。
富
裕
層
に
応
分
の
負
担

を
求
め
る
政
治
に
変
え
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

コ
ロ
ナ
禍
に
お
い
て
、
国

民
の
命
と
暮
ら
し
を
守
る
行

財
政
・
司
法
の
役
割
が
い
っ

そ
う
求
め
ら
れ
て
い
ま
す

が
、
日
本
の
公
務
員
数
は
Ｏ

Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
中
で
14
年
連
続
最

低
で
す
（
図
表
⑧
、
※
公
務

員
人
件
費
で
比
較
し
て
も
最

低
で
す
）。
こ
れ
は
長
い
間
、

「
小
さ
な
政
府
づ
く
り
」「
構

造
改
革
」「
身
を
切
る
改
革
」

な
ど
を
す
す
め
る
新
自
由
主

義
の
政
治
が
行
わ
れ
て
き
た

か
ら
で
す
。

公
務
員
・
公
的
部
門
職
員

は
、
社
会
基
盤
を
支
え
る
た

め
に
必
要
不
可
欠
な
仕
事
に

従
事
す
る
エ
ッ
セ
ン
シ
ャ
ル

ワ
ー
カ
ー
で
す
。
専
門
家
は

今
後
も
コ
ロ
ナ
感
染
の
波
が

や
っ
て
く
る
こ
と
を
予
測
し

て
い
ま
す
。
今
回
の
選
挙
で

新
自
由
主
義
の
政
治
を
転
換

し
て
、
国
民
の
命
と
暮
ら
し

を
守
る
行
政
体
制
の
拡
充
、

公
務
員
の
増
員
を
は
か
り
ま

し
ょ
う
。

ま
た
こ
の
間
、
森
友
・
加

計
問
題
、
桜
を
見
る
会
疑
惑

な
ど
官
邸
に
よ
る
行
政
私
物

化
の
問
題
が
横
行
し
ま
し

た
。
そ
の
こ
と
も
一
因
と

な
り
国
家
公
務
員
志
望
者
は

激
減
し
て
い
ま
す
（
自
公
政

権
９
年
間
で
一
般
職
は
３
割

減
、
総
合
職
は
４
割
減
）。

行
政
私
物
化
を
も
た
ら
し
た

内
閣
人
事
局
の
あ
り
方
を
見

直
し
、
公
正
な
公
務
員
人
事

を
確
立
し
て
、
国
民
の
た
め

の
行
財
政
・
司
法
を
つ
く
っ

て
い
く
こ
と
が
今
回
の
選
挙

で
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

行
政
私
物
化
の
問
題
と
同

根
と
も
い
え
る
金
権
腐
敗
政

治
（
図
表
⑨
）
も
な
く
す
選

挙
に
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。

富裕層・大企業に集まる過去最大の富

労働者に分配する
政 治 の実 現 を

図表⑧　日本の公務員数はOECD最低、ノルウェーの５分の１以下
　　　　（総雇用者数に占める公務員・公的部門職員数の割合）

ノ
ル
ウ
ェ
ー
注：１.　各国 2017年の総雇用者数に占める公務員数の割合。公務員数は、各国の国家公務員・地方公務員・公的部門職員の合計。
　　２.　日本の場合、公務員数には、独立行政法人や国立大学法人など公法人の職員数も含まれる。
資料：OECD「Government at a Glance 2019」
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図表⑨　自公政権のもと金権腐敗による刑事事件等
　　　　で辞任した大臣・国会議員
2014 年
10月

・小渕優子経産大臣が政治資金疑惑で辞任
・松島みどり法務大臣が公選法違反疑惑で
辞任

2015年
2月 ・西川公也農水大臣が献金疑惑で辞任

2016年
1月 ・甘利明経済再生大臣が口利き疑惑で辞任

2019年
10月

・菅原一秀経産大臣が公選法違反疑惑で辞任
・河井克行法務大臣が買収疑惑で辞任

2019年
12月 ・秋元司元内閣府副大臣がカジノ汚職で逮捕

2020年
6月

・河井克行元法務大臣と河井案里参院議員が
公選法違反で逮捕

2021年
1月 ・吉川貴盛元農水大臣が収賄罪で在宅起訴

※肩書きは当時

1997 年 2008年2006年2004年2002年2000年1998年 2010年 2012年 2014年 2016年 2018年 2020年

日 本 89.1

アメリカ 122.4
ド イ ツ 123.5

フランス 131.6

イギリス 129.9

［出所］OECD.stat の「Hourly Eamings（MEI）」と「消費者物価指数（CPI）」から実質賃金を算出し 1997 年を 100 とした場
合の推移

100

図表③　日本だけ賃下げ、コロナ禍でも賃下げ

図表④　コロナ禍でも大企業の内部留保は７兆円増
　　　　労働者の実質賃金は５万２千円マイナス

内部留保は財務省「法人企業統計」から金融・保険業を含む資本金 10億円以上の大企業の推移。
実質賃金は厚労省「毎月勤労統計調査」の実質賃金（年度）を国税庁「民間給与実態統計調査」の2019年の年間平均賃金（436.4万円）
を起点に実額化した数字

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
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456.3

461.4 460.5
456.8

450.8

438.1
437.7 439.9
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431.2
万円

282.7
308.3 319.0 323.7 333.5

351.2 369.8 385.8 403.4
425.8 449.1 459.7

466.8
兆円

■ 内部留保（兆円）　̶ 実質賃金（年平均、円）

図表⑤　大企業の法人税は小規模企業の 53％

［出所］国税庁「法人企業の実態」、財務省「租税特別措置の適用実態調査」
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図表①　自宅療養中の死亡および
　　　　死後の検査でコロナ陽性が
　　　　判明した死者数

東京

151人

大阪

87人

兵庫

41人

神奈川

35人

埼玉

29人

千葉

25人

北海道

23人

愛知

15人

沖縄

13人

京都

10人

［出所］警察庁「新型コロナウィルス陽性
死体取扱い状況」　2021年 4～ 8月。
※自宅療養中に亡くなった方のほか、死
後又は搬送後に検査を行った結果、コロ
ナ陽性であった方、死因がコロナ感染以
外を含む。死者数が多い 10都道府県

全国 510人

図表⑦　年間所得が一億円を超えると
　　　　負担率が軽くなる所得税

［出所］国税庁「申告所得税の実態」2019年の所得階級別の所得税負担率（単位：％）
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図表⑥　富裕層上位 50人の金融資産 8年で
2.5 倍増 各税収超える

10.9
13.6

16.9
15.0

16.9
19.519.718.0

27.5兆円

21.0
19.2

11.2

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 消
費
税
収

（
２
０
２
０
年
度
）

所
得
税
収

（
２
０
２
０
年
度
）

法
人
税
収

（
２
０
２
０
年
度
）

フォーブス「日本の富豪 TOP50」の
金融資産の推移（単位：兆円）

ＳＮＳで
選挙をつぶやこう
　2013 年からインターネッ

トを使った選挙運動ができる

ようになりました。ホームペー

ジやブログ、ツイッター、フェ

イスブック、動画共有サービ

スなどを利用した選挙運動が

できます。ただし、公務員で

なくともメールによる呼びか

けは制限されています。

◆ 支部や分会の機関紙でも、選挙に直接ふれなければ、
通常行っている要求と政党・候補者とのかかわりを宣伝することはできます。
私たちの要求に各政党・候補者がどのような態度や政策を掲げているのかなど、
労働組合の立場から職場に広げましょう。

◆ 自らの要求の「憲法改悪反対」「消費税率引き上げ反対」等に
もとづく宣伝・署名行動などは、通常どおり実施できます。

◆ 電話による投票の依頼は自由です。
公務員の「地位利用」にならない限り、電話での投票依頼は自由です。

◆ 自筆の封書による投票依頼も自由にできます。
知人・友人や親戚など親しい人にあてた自筆の封書の中で、
私用のついでに投票依頼や応援は自由にできます。

◆ 個々面接による投票の依頼も自由にできます。
知人・友人などにたまたま出会ったときや、他の要件で人を訪ねた際に、
投票依頼や応援依頼をすることは自由です。

◆ 演説会に参加し、政策への理解を深めましょう。
個人演説会や政談演説会などに参加することはもちろん、
知人・友人を積極的に誘うこともできます。

◆ 後援会への加入やカンパへの協力も自由にできます。
国家公務員であっても後援会には加入できます。
ただし、役員になることはできません。
また、カンパに応じることは差し支えありません。

公
示
後
も
で
き
る
こ
ん
な
取
り
組
み

図表②　消費税増税のうえに自公政権９年間で
医療・社会保障費を 5兆 9640億円削減

予算の削減
2013 年度 生活保護の生活扶助費削減など 3000億円
2014年度 診療報酬の実質 1.26％減額

生活保護の生活扶助費削減など 4000億円

2015年度 介護報酬 2.27％減額
生活保護の冬季加算削減など 4700億円

2016年度 診療報酬 1.31%減額 1700億円
2017年度 医療・介護の自己負担の月額上限引き

上げ
後期高齢者医療保険料の軽減縮小など

1400億円

2018年度 生活保護費の段階的引き下げ
診療報酬 1.19％減額など 1300億円

2019年度 生活保護費の段階的引き下げ
介護保険料値上げに伴う国庫補助削減
など

1300億円

2020年度 診療報酬 0.46％減額
協会けんぽへの国庫補助削減など 1300億円

2021年度 後期高齢者医療保険料の軽減縮小など 1300億円
給付費の削減

年金
2013 ～ 2021 年度　マクロ経済スライ
ド・賃金スライド・特例水準解消で実質
6.5％減

3兆 6000
億円

医療
2014 ～ 2018 年度　70 ～ 74 歳の患
者負担２割化
2019 年度　後期高齢者医療保険料の
軽減縮小

2170億円

介護
2015 年度　２割負担導入、施設の居
住費・食費負担増
2018年度　３割負担導入

1470億円
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［第一特集］労働組合のなかの
ジェンダー平等

［第二特集］行政の私物化を終わらせる

〈座談会〉
意思決定の場に女性を増やすことの意味

「組合員一人一人の尊重」に根差して
― 新聞労連が進めるジェンダー平等の実現

海外の労働組合のなかの
ジェンダー平等のとりくみ

「呪いの言葉」を解くこころのストレッチ

民主主義を棄損する行政私物化
― コロナ禍で重要性が増す公共セクターの充実を

デジタル庁設置は行政の公正・中立性をゆがめる
― 行政組織の在り方と公務員制度からの検証
赤木俊夫さんの命を奪った「森友学園」
決裁文書改ざん・総務省接待問題・経産省若手キャリア官僚
腐敗を考える

い
の
ち
と
฻
Β
͠
क
る
ࢢ
政
へ

岡
﨑
ふ
み
の
り
氏
を
支
援

国
公
労
連
女
性
協
は
、
９

月
25
日
、都
内
で「
２
０
２
１

年
秋
の
全
国
代
表
委
員
会
」

を
オ
ン
ラ
イ
ン
で
開
催
し
ま

し
た
。
８
単
組
、
２
ブ
ロ
ッ

ク
、
６
県
国
公
か
ら
オ
ブ

ザ
ー
バ
ー
を
含
め
37
名
が
参

加
し
、
２
０
２
１
年
度
運
動

方
針
と
統
一
要
求
、
秋
季
年

末
闘
争
方
針
等
を
確
立
し
ま

し
た
。

代
表
委
員
会
で
は
参
加
者

か
ら
各
組
織
の
と
り
く
み
や

職
場
実
態
等
の
報
告
が
あ
り

ま
し
た
。

コ
ロ
ナ
禍
で
運
動
・
と
り

く
み
が
進
ま
ず
苦
慮
し
て
い

る
組
織
が
多
か
っ
た
も
の
の

討
論
で
は
「
不
妊
治
療
休
暇

新
設
な
ど
は
コ
ロ
ナ
禍
で
も

女
性
協
活
動
が
あ
っ
た
か
ら

勝
ち
取
れ
た
」「
今
回
の
制

度
新
設
、
非
常
勤
職
員
の
産

休
等
の
制
度
改
善
は
職
場
か

ら
喜
ば
れ
て
い
る
。
次
は
職

場
で
ど
う
と
り
や
す
い
状
況

を
作
っ
て
い
く
か
が
問
題
。

そ
の
た
め
に
も
学
習
・
周
知

が
大
事
」「
交
流
集
会
等
に

つ
い
て
は
、
家
族
的
責
任
を

国
公
労
連
は
、
兵
庫
県
国

公
か
ら
の
要
請
を
ふ
ま
え
、

10
月
５
日
に
開
催
し
た
第
６

回
中
央
執
行
委
員
会
で
、
神

戸
市
長
選
挙
（
10
月
17
日
告

示
、10
月
31
日
投
票
）
に
「
市

民
に
あ
た
た
か
い
神
戸
を
つ

く
る
会
」
が
擁
立
し
、
立
候

補
を
決
意
し
た
岡
﨑
ふ
み
の

り
氏
の
支
援
を
決
定
し
ま
し

た
。岡

﨑
ふ
み
の
り
さ
ん
は
、

兵
庫
県
労
連
の
事
務
局
次
長

で
労
働
者
の
雇
用
と
権
利
を

守
る
運
動
に
と
り
く
み
、
公

務
員
賃
金
の
引
き
上
げ
や
定

員
削
減
計
画
撤
回
を
国
へ
働

き
か
け
を
行
う
な
ど
、
わ
た

し
た
ち
の
要
求
と
一
致
す
る

と
と
も
に
、
病
院
の
統
廃
合

や
病
床
削
減
に
反
対
し
、
教

育
・
子
育
て
支
援
な
ど
、
幅

広
い
市
民
の
声
を
き
き
、
だ

れ
も
が
輝
く
神
戸
市
政
へ
の

転
換
を
表
明
し
て
い
ま
す
。

果
た
し
や
す
い
参
加
方
法
に

し
て
も
ら
い
た
い
」
等
の
意

見
が
出
さ
れ
ま
し
た
。

こ
の
間
行
っ
て
き
た
オ
ン

ラ
イ
ン
で
の
会
議
開
催
に
つ

い
て
は
「
オ
ン
ラ
イ
ン
に
し

て
も
思
う
よ
う
に
参
加
者
が

集
ま
ら
な
い
」
と
い
う
発
言

に
対
し
て
全
厚
生
女
性
部
代

表
か
ら
「
女
性
部
会
議
を
毎

月
開
催
し
て
い
る
。
少
し
で

も
顔
を
見
て
話
す
こ
と
、
続

け
る
こ
と
で
ハ
ー
ド
ル
が
下

が
っ
て
い
る
。
活
動
を
途
切

ら
せ
な
い
事
が
重
要
」
と
意

見
が
あ
る
な
ど
、
有
意
義
な

会
議
と
な
り
ま
し
た

な
お
、
今
代
表
委
員
会
で

伊
吹
五
月
さ
ん
が
議
長
を
退

任
し
、
新
議
長
と
し
て
全
司

法
出
身
の
根
本
厚
子
さ
ん

（
非
専
従
）
が
承
認
さ
れ
ま

し
た
。KOKKOKOKKO1400円+税
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